（様式第１号）

平成　　年　　月　　日　　

　　武雄市長　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
公募型プロポーザル参加表明書

　平成３０年５月８日付けで公告のあった、下記の業務に係る公募型プロポーザル方式による提案書募集について参加したいので、下記の添付書類を添えて申請します。

　なお、本書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１　業務名　　　　　武雄市家屋全棟調査業務委託
２　添付書類　　　　①誓約書兼同意書（様式第２号）

　　　　　　　　　　②国税、都道府県民税及び市町村税に滞納がないことの証明書

　　　　　　　　　　③登記事項証明書（商業登記簿謄本）

　　　　　　　　　　　　※②、③は提出日前３カ月以内に発行されたものであること。
３　連絡先（担当者）
	担当者
（所属）

（役職）

氏名
	主
	

	
	副
	

	ＴＥＬ
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ-mail
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※提出期限：平成３０年５月２１日　必着
（様式第２号）

誓約書兼同意書
平成　　年　　月　　日

武雄市長　　様
住所（所在）　　　　　　　　　　　　　　　　　
会社名（商号、名称）　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　私は、武雄市が武雄市暴力団排除条例（平成２４年条例第１号）に基づき、公共工事その他の市の事務又は事業により暴力団を利することとならないように、暴力団員はもとより、暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を入札、契約から排除していることを認識したうえで、下記の事項について、誓約いたします。
　これらが、事実と相違することが判明した場合には、当該事実に関して貴市が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。
　なお、入札参加資格等の確認のため、貴市が佐賀県武雄警察署に対し、関係情報の照会を行い、取得することについて同意します。
記
１．次のいずれかに該当する者ではありません。
（１）計画的又は常習的に暴力的不法行為等を行い、又は行うおそれがある組織（以下「暴力的組織」という。）である者
（２）役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその法人の役員（役員として登記又は届出がされていないが、事実上経営に参画している者を含む。）をいう。以下に同じ。）が、暴力団組織の構成員（構成員とみなされる場合を含む。以下同じ。以下これらを「構成員等」という。）となっている者
（３）構成員等であることを知りながら、構成員等を雇用し、又は使用している者
（４）暴力団組織又は構成員等であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結した者
（５）自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団組織又は構成員等を利用した者
（６）暴力団組織又は構成員等に経済上の利益又は便宜を供与した者
（７）役員等が、個人の私生活上において、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的若しくは第三者に損害を与える目的をもって、暴力的組織若しくは構成員等を利用した者、又は暴力的組織若しくは構成員等に経済上の利益若しくは便宜を供与した者
（８）役員等が、暴力的組織又は構成員等と密接な交際を有し、又は社会的に非難される関係を有している者
（様式第３号）

質問書
平成　　年　　月　　日

武雄市長　　様

　武雄市家屋全棟調査業務委託について、次の事項を質問します。

	質問項目
（簡潔に）
	質問内容
（具体的に）
	箇所等
頁行

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	送付年月日
	平成３０年　　月　　日　午前・午後　　時　　分頃


※平成３０年５月２１日午後５時までにメールで提出してください。期限を過ぎたものは受け付けません。

（質問者）

会社名等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（様式第４号）

企画提案書
平成　　年　　月　　日

武雄市長　　様

　　　　　　　　　　　　　住所（所在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名（商号、名称）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　代表者（役職、氏名）　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　武雄市家屋全棟調査業務委託について、次のとおり関係書類を添えて提案します。

記

１．提出部数　　　　９部（正１部、同写し８部）
２．企画提案内容　　別紙のとおり

３．添付書類

（１）会社概要（様式第５号）

・ＩＳＯ等業務に関連する資格・認証の写し

（２）配置予定者の資格・経歴等（様式第６号）

・配置予定者が保有する資格・認証の写し

（３）実績表（様式第７号）

（４）見積書

（５）その他

　　　　　　　　

（様式第５号）

会社概要
	項目
	内容

	会社名
商号又は名称
	

	代表者氏名
	
	設立
年月日
	

	本社所在地
	

	※本業務を担当する

支店名等
	
	代表者
氏名
	

	上記所在地
	

	資本金
	　　　　　　　　　千円
	従業員
総数
	　　　　　　　　人


資格取得及び業務登録状況（平成３０年　　月　　日現在）
	
	資格の種類
	人数
（うち※に所属）

	有資格者

本業務に有用
と思われる

有資格者数
	空間情報総括監理技術者
	　　　　　　　人

（　　　　　人）

	
	地理空間情報専門技術者
	　　　　　　　人

（　　　　　人）

	
	情報処理技術者
	　　　　　　　人

（　　　　　人）

	
	測量士
	　　　　　　　人

（　　　　　人）

	
	不動産鑑定士
	　　　　　　　人

（　　　　　人）

	
	土地家屋調査士
	　　　　　　　人

（　　　　　人）

	
	
	　　　　　　　人

（　　　　　人）

	固定資産税関連業務従事経験者
	　　　　　　　人

（　　　　　人）

	会社の

ＩＳＯ等

の認証

・

認証番号と

認証年月日
※要コピー
	ISO9001（品質マネジメントシステム）認証の有無
	　　　／

	
	JISQ27001（情報セキュリティマネジメントシステムＩＳ
ＭＳ）認証の有無
	　　　　　　／

	
	プライバシーマーク認証の有無
	　　　　　　／

	
	
	　　　　　　／


（様式第６号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　／　　）
配置予定者の資格・経歴等
　　　会社名【　　　　　　　　　　　　　　】
	配置予定者氏名
	

	本業務の担当内容
	

	保有する資格・免許等
	


同種・関連業務経歴の概要
	自治体名
	業務名

契約年度及び履行期間

業務従事中の役職等
	業務内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（記載要領）

１　この業務に配置予定のすべての技術者等担当者について、有する公的資格や、同種・関連業務の経歴等を記載すること。
２　本業務の担当内容は、主としてどのような業務を担当するかを記載すること。

３　保有する資格・免許等は、確認できる認証、免許等の写しを添付すること。

４　同種・関連業務経歴の概要は、最新の履行が完了したものを上段から順に５件記載すること。

５　業務内容は、具体的に記し、特徴的な部分がある場合は特筆すること。

６　この様式は、一人１枚、複製して配置予定者数分作成すること。
